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審査請求人■■■■■■■■■様

■■歳

上記審査請求人（以下「請求人」という｡）から平成２４年９月.２５日付けをもっ
て提起された生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という｡）第２６
条の規定に基づく生活保護廃止決定処分に係る審査請求について､次のとおり裁決す
る。

ｒ

ウ

主 文
篭

Ｉ■■■福祉事務所長が､請求人の父に対し､平成２４年９月４日付けでした生活保
護廃止決定処分を取り消す。． ■

不服の要旨

１審査請求の趣旨
審査請求書からは､必ずしも請求の趣旨は明確ではないが､請求人は､■■■■福

祉事務所長（以下「処分庁」という｡）が、平成２４年９月４日付けで請求人の父
に対して行づた生活保護廃止決定処分(以下「本件処分」という｡）の取消しを求
めているものと善解できる。’
２審査請求の理由
請求人は、両親と３人家族で同居生活を行っているが、資産なども盗難にあって
しまい､両親の国民年金だけでは生活できないにもがかわらず､本件処分を受けた。

裁決の理由
１認定した事実
本件については、次の事実が認められる。
（１）平成２迎年４月２６日付けで請求人の父から父母、請求人の３人世帯での保護
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区申請が処分庁に行われたものの､処分庁は請求人が保護申請日以前か■警察磯

署に拘留中であったため、同日付けで請求人の父母のみの２人世帯として生活保'轡
護を開始した。

（２）平成２４年６月２５日、請求人の父が処分庁に対し、請求人を世帯に入れて３
人世帯として保護してもらいたい旨の保護変更申請書(以下｢本件申請｣という｡）
を提出した。

（３）処分庁は本件申請に伴い、法第２９条に基づき、請求人の資産調査（金融機関
調査）のため、２つの銀行に平成２４年４月２６日から平成２４年６月２７日現
在に至るまでの、請求人との取引状況について照会した。
その結果、平成２４年７月３日及び平成２４年７月４日に２行の回答を得て、
２行の請求人名義の口座に亙鰔２４年４月２６日現在、１９，９１０，５０６円
の貯金残高があり、平成２４年６月１８日の１６，５００，０００円の引き出し
を含め、預金の引き出しが続き、本件申請があった平成２４年６月２５日現在、
４４０，８５７円の預金残高となっていることを確認した。

（４）平成２４年７月２３日、処分庁の職員が請求人宅を訪問し、預金の消費使途に
ついて聞き取った。その際、請求人らからは、請求人の逮捕・拘留に対する弁護
士費用と罰金にかかる約１４５万円以外の預金使途については､親族に合鍵を使
って盗難にあったという旨の申し出であったため、処分庁の職員は、請求人らに
対し、盗難にあった分については、警察に被害届を提出するよう助言した。．
また、処分庁の職員から、１，６００万円を銀行口座から引き出すのは本人で

も

ある請求人でないとできないと思うがどうかと請求人に問うたところ、請求人か
らは「わからない」との回答を得ていた。

(5)処分庁は、平成２４年８月１７日付けで請求人に対して、改めて預金使途の内
容について文書で回答を求めた。その求めに応じ、請求人は、平成２４年８月
２８日付けで約２，０９６万円の使途について、処分庁に対して文書回答を行っ
た。

（６）請求人から得られた文書回答には､弁護士費用、自動車修理代､保釈金､罰金、
盗難と使途が列挙されており、盗難されたとした約１，６００万円については警
察への被害届が出されていない状況から確認ができないため、処分庁は、請求人
には資力があると判断せざるをえないとして､本件申請については却下するとと
もに、同一世帯にある両親の保護に関しても廃止すべきと判断し、平成２４年９
月４日付けで、廃止日を本件申請が行われた平成２４年６月２５日に遡って、本
件処分を行った。
また、本件処分と同日付けで、処分庁は請求人の父に対し、６，７，８月分と

や
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Ｐ して支給されていた保護費１７９，４２９円の法第６３条による返還金決定処分
を行うとともに、９月分の保護費８５，４６８円の戻入金決定を行った。
なお、本件申請の却下については、法第２４条に基づく文書による通知はなさ

れていない｡
（７）請求人は、処分庁に対し、約１，６００万円の盗難にかかる被害を警察に相談

にいったが、警察から身内が犯人の場合は刑事事件にはならず、被害届を受理し
てもらえなかったと主張している。
処分庁は、請求人に同行して警察に出向いた民生委員から､「請求人が親戚に

盗まれたと説明したため、それならば民事になるので、警察では対応できないと
言われて帰ってきた」と聞き取っている。

へ 箔 一 ￥ ̅ 、

２ 判 断
（１）請求人の不服申立適格について
請求人は、請求人の父を名宛人とする本件処分の取消しを求め、審査請求を提起
していることから､まず､請求人が本件処分の取消しを求める不服申立適格を有す
るか否か判断することとする。
請求人の父は、平成２４年４月２６日付けで請求人の父母及び請求人の３人世帯

での保護を申請したところ、処分庁は、請求人が拘留中であったため、請求人の父
母のみの２人世帯として保護を開始し、その後、平成２４年６月２５日付けで、請
求人を加えた３人世帯として保護を求める本件申請がなされたものである。
そして、処分庁は、平成２４年９月４日、請求人に資産が認められるとして、本

件申請を却下するとともに請求人の父母の保護を廃止する本件処分を行ったものの、
本件申請に対する却下処分については、法第２４条の規定に基づく文書による通知
がなされていない。

よって請求人は、事実上本件申請に対する却下処分を争うことができず、保護世
帯の世帯員ではないが､本件処分がなされることにより、実質的に生活保護を受給
することができなくなったということができるから、請求人には本件処分の取消し
を求める利益があるといえる。

廼

（２）本件処分について
次に本件処分について、検討する。
（ア）処分の遡及について
処分庁は、平成２４年９月４日付けで、平成２４年６月２５日に遡って保護を廃

止するとする本件処分を行い、平成２４年６月から８月までに支給した保護費
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１７９，４２９円の返還及び９月分の保護費８５，４６８円の戻入を求めている。
確かに、処分庁がした行政処分が違法又は不当である場合、法律上の特別の根拠
なく、処分した行政庁自らがこれを取り消すことができるという'べきであるが、取
り消されるべき行政処分の性質、相手方その他の利害関係人の権利利益の保護、当
該行政処分を基礎として形成された新たな法律関係の安定の要請などの見地から、
理論上その取消しをすることが許されず、又は、制限される場合があるというべき
である（東京高裁平成１６年９月７日判決)。
よって、処分庁が生活保護の受給を認めるとした行政処分を無制限に取り消すこ
とができるとすることは妥当ではない。
すなわち、保護の廃止は保護を要しなくなった日から行うことを原則としている
が、保護を要しなくなった日まで遡及して保護の廃止を行うことなく、前月の初日
をもって保護の廃止を行うべきである（昭和３８年４月１日付け社保第３４号厚生
省社会局保護課長通知「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」問第
１０の１２)。また、扶助費の遡及変更についても、２ケ月程度（発見月及び前月分
まで）を限度と解するのが相当である（平成２１年３月３１日付け厚生労働省社会・
援護局保護課長事務連絡「生活保護問答集について」問１３-２)。
しかしながら、本件処分は､扶助費の遡及変更が３ケ月分以上に及ぶ程度に遡り、

保護を廃止しており、違法なものである。
．(イ）資産の認定について
処分庁は、本件申請を受け、平成２４年６月２７日に請求人の資産調査（金融機
関調査）を実施したところ、本件申請時点では請求人の預金は４４０，８５７円で
あったが、本件申請以前に請求人の口座から引き出され、請求人が盗難にあったと
述べる約１，６００万円は預金口座から引き出されているものの、請求人の資産で
あると判断せざるを得ないとして、本件処分を行った。
しかしながら、申請者及び世帯員の資産の認定及び保護の要否の決定においては、

処分庁は、少なくとも申請があった時点での資産を客観的な根拠に基づき認定し、
その要否を決定すべきものであり、そのため、法第２９条は、保護の実施機関に、
資産及び収入の調査権限を認めているのである。
よって、本件申請以前に引き出された預貯金が、少なくとも申請があった時点で

請求人の資産であると認定するのであれば、それを客観的な根拠に基づき立証すべ
き義務は処分庁にあると解するのが相当である。
しかるに、処分庁は、請求人が盗難にあったとする約１，６００万円の被害届が

警察署に提出されていないことをもって、世帯の資産であると判断しており、処分
庁から約１，６００万円が請求人の資産であるとする客観的な証拠は提出されてぃ
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ないのであるから、請求人の資産であると認定することはできない。
よって、処分庁において、本件処分を基礎づける資産の認定がなされていない本

件処分は違法である。

" ､ 0

結論
以上のとおり、本件審査請求には理由があるから、行政不服審査法第４０条第３

項の規定に基づき主文のとおり裁決する。
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